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本稿は、2019年９月１日発刊の『デジタル
コンテンツ白書2019』（監修：経済産業省商務
情報政策局）を元にその一部を抜粋・編集の上、
掲載しています。詳細については、是非『デジ
タルコンテンツ白書2019』をご覧下さい。（本稿
末尾に書籍・販売情報を掲載）

はじめに
本題に入る前に本章で説明する市場の範囲を示し

ておく。
本章で対象とする「コンテンツ」は、動画・静止

画・音声・文字・プログラムなどによって構成され、
あらゆる流通メディアで提供される“情報の中身”
を指す。具体的には映画・アニメーション・音楽・
ゲーム・書籍などがそれにあたる。また、その中で
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消費者に届けられる時点でデジタル形式となってい
るものを「デジタルコンテンツ」と定義した。

市場規模は、基本的に消費者（BtoC）市場を集
計しているが、民放など利用者がその代金を直接支
払わないビジネスについては、広告収入など、その
代替と考えられる金額を集計している。可能な限り
暦年（2018年１月から12月）で集計を行っているが、
産業団体・関連省庁等の公表値に基づいて推計して
いるため、「年度」と「暦年」の双方の数値が混在し
ている場合がある。

また、コンテンツは分野別に、動画、音楽・音声、
ゲーム、静止画・テキスト、複合型の５区分、メディ
ア別にパッケージ、ネットワーク、劇場・専用ス
ペース、放送の４区分に整理分類している。

なお、コンテンツの項目は、市場数字が拾える単
位で表示しているため、例えば「インターネット広
告」など、コンテンツの名称として違和感があるも
のもある。あらかじめご了解いただきたい。

2018年のコンテンツ産業
市場規模は12兆6,590億円（前年比101.3％）

伸張するネットワークメディアによる新時代の幕開け
2018年のコンテンツ産業の市場規模は12兆6,590億

円、前年比101.3％と７年続けて穏やかな成長基調
で推移し、ようやく12兆6,000億円を超えた。コンテ
ンツ区分別にみると、規模が大きい順に動画が４兆
3,714億円（前年比99.5％）、静止画・テキストが３兆

2,948億円（同96.6％）、ゲームが２兆1,712億円（同
101.8％）、複合型が１兆4,480億円（同118.6％）、音
楽・音声が１兆3,736億円（同102.3％）となった。前
年比でみると、伸び率が大きい順に複合型、音楽・
音声、ゲームが増加し、動画と静止画・テキストが
減少した（図表１）。メディア別では、パッケージ
が３兆7,422億円（前年比94.5％）、ネットワークが
３兆6,086億円（同111.2％）、放送が３兆5,926億円（同
98.6％）、劇場・専用スペースが１兆7,156億円（同
103.9％）となった。調査開始以来初めてネットワー
クが放送を逆転し、パッケージに迫る市場規模まで
拡大成長しており、コンテンツ市場は新たなターニ
ングポイントをむかえた（図表２）。

伸長する動画配信市場　映画興行収入に迫る

ここからは、市場をコンテンツ区分別に概説す 
る。

動画区分は、４兆3,714億円（前年比99.5％）となっ
た。内訳をみるとネットワーク配信、ステージ入場
料が大きく伸長し、テレビ放送関連では唯一NHK受
信料が増加した。音楽ジャンルを除く、映像関連の
パッケージソフトのセル・レンタルの落ち込みに歯
止めがかからず、2018年も引き続きネットワーク配
信（フィーチャーフォン向けを除く）が2,194億円（前
年比119.1％）と着実に伸長し、ついに映画興行収
入の2,225億円（前年比97.3％）に迫る規模となった。
動画配信サービスは次世代通信規格５G時代を控え、

■コンテンツとメディアの分類


